
   令和７年度｢前橋市はつらつカフェ｣補助金交付要項 

                    令和７年４月１日から適用 

 

取扱担当課 

 前橋市役所長寿包括ケア課（２階） 

         電話 ０２７－８９８－６１３３（直通） 

            ０２７－２２４－１１１１（内線３１３５） 

         電子メールアドレス chouju@city.maebashi.gunma.jp 

 

この補助金の交付目的、内容、交付手続等は、次のとおりです。 

交付目的 

介護・高齢者支援に従事経験のある専門職またはそれに

準ずる従事者とボランティアが協働し、閉じこもり予防、

認知症支援等を目的とした高齢者の居場所を設置する｢前

橋市はつらつカフェ｣事業の主旨に沿った身近な通いの場

の運営に要する経費の一部を補助することで、地域での見

守り・交流の場の拡充を図ります。 

補助事業者 

次の１と２いずれにも該当し、「前橋市はつらつカフェ」

として登録している市内に事業所を置く団体とします。 

１ 次のいずれかに該当する者とします。 

 (1) 高齢者の健康増進や介護予防の支援に関する活動実

績がある法人 

 (2) 介護保険サービス事業者として指定を受けている法

人 

２ 次の全てにおいて該当することとします。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。 

 (2) 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員を

いう。以下同じ。）でないこと。 

 (3) 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されて

いる者ではないこと。 

 (4) 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受け

ている者でないこと。 

 (5) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員

を利用するなどしている者でないこと。 

 (6) 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便

宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運

営に協力し、又は関与している者でないこと。 



 (7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれら

を不当に利用している者でないこと。 

 (8) 暴力団員と密接な交友関係を有する者でないこと。 

 

内 

容 

交付の対象とな

る事業及び経費 

高齢者施設の交流スペース、地域の公民館、個人宅等、

定期的に集まれる場所で「前橋市はつらつカフェ」として

月１回以上（１回につきおおむね２時間）身近な通いの場

を設置した場合に、その立ち上げおよび運営に必要な経費

の一部を補助します。ただし、感染症拡大防止対策等とし

て、やむを得ない理由がある場合は開催時間を短縮した場

合においても交付の対象とします。 

また感染症拡大防止対策等として、次の項目の活動を月

1 回以上行った場合も、交付の対象とします。 

１ オンライン開催（オンラインと対面併用、サテライ

ト型含む） 

２ 広報誌や手紙の配布、郵送、回覧板の利用 

３ 訪問での安否確認 

４ 対面での個別相談 

対象経費 

１ 初期費用（実施初年度のみ）： 

 (1) 需用費（カフェの運営に必要な湯茶の道具・看板等の

備品の購入費） 

 (2) 印刷費（回覧・周知用チラシ等） 

２ 運営費用： 

 (1) 賃金（業務に直接関与する者の作業時間に支払われ

る経費） 

 (2) 報償費（講師、専門職員、ボランティアへの謝金等） 

 (3) 使用料及び賃借料（会場使用料、機材の借り上げ費 

用等） 

 (4) 印刷費（チラシ、資料等） 

 (5) 役務費（切手代、通信料、各種保険料等） 

 (6) 需用費（事務用品等の購入費、燃料費等） 

※他の助成制度の対象となっている事業は、対象外です。 

交付金額 

予算の範囲内において、補助事業に要する経費の合計額

から利用者負担金その他収入額を控除した額で、次に掲げ

たとおりとします。 

１ 初期費用：１会場あたり上限２０，０００円とし、同

一法人が複数箇所でカフェを実施した場合、最初の 1 箇

所のみ初期費用の対象とします。 

２ 運営費用：１会場あたり１か月につき１回〜３回実施

した場合は上限１０,０００円、週に１回以上実施した場

合（祝日等により週１回以上実施に満たない月について

は、月に４回以上実施している場合は認める）は上限２

０,０００円とします。 

 ただし、各対象経費の計上にあたっては、別表に定める
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１ 補助事業者は、前橋市はつらつカフェ事業実施要綱、

前橋市補助金等交付規則（平成１０年前橋市規則第３４

号）、この要項及び交付決定通知書に記載の交付条件を遵

守し、事業を行わなければなりません。 

２ 補助事業者は、補助事業の遂行に関する報告及び実地

調査に応じることを求められた場合は、これに応じなけ

ればなりません。 

３ 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らか

にした書類、帳簿等を常備し、事業終了後５年間保存し、

提出を求められた場合は、これに応じなければなりませ

ん。 

交付申請の方法、

時期等 

次の書類により令和７年１２月２６日までに申請してく

ださい。 

１ 交付申請書 

２ 添付資料 

（1）事業計画書 

(2) 収支予算書 

交付決定の時期

等 

 申請書類等の審査及び調査を行い、受理した日から１４

日以内に、交付の可否、金額、条件等を決定し、通知しま

す。なお、補助金は、交付決定以降の実績に対して支払わ

れるものとします。 

 

実績報告書の提

出 

１ 事業が完了した日から３０日以内または令和８年３月

３１日のいずれか早い日までに、次の書類により報告し

てください。なお、押印は省略することが可能です。ま

た押印を省略した場合には、電子メールによる提出も可

能です。（実績報告、請求書、変更等申請書も同じです。） 

（1）実績報告書 

  (2) 添付書類 

  ア  事業実施報告書 

  イ  収支決算書 

２ カフェ実施団体は、毎月の実施状況を翌月１０日まで

に報告するものとします。報告の内容は次のものとします。 

 (1)  実施日 

 (2)  実施回数 

 (3)  実施内容 

 (4)  参加者数 

 (5)  従事者数（登録済従事者） 

 (6)  従事者数（ボランティアや担い手） 

 (7)  その他 

３ 上記により提出された書類等の審査及び調査を行い、

補助金額を確定し、通知します。 

 



請求の方法、支払

時期等 

実績報告書の提出により補助金額が確定した後、補助金

交付請求書により請求してください。その際、交付決定通

知書の写しを添付してください。請求後、内容を確認し、

支払います。 

 

交付決定の取消

し又は補助金の

返還 

１ 次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が 

取り消されます。 

(1) 偽りその他不正の手段により交付決定又は交付を受

けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) この要項、交付決定の内容及びこれに付した条件 

に違反したとき。 

(4) 補助金対象事業の中止又は廃止をしたとき。 

２ 次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還し

なければなりません。 

 (1) 補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を 

取り消された場合 取消しに係る部分の金額 

(2) 交付を受けた補助金額が、交付の対象となる事業及

び経費の実績額に基づき積算し、確定した金額を超える

場合 超える部分の金額 

対象事業が変更、

中止又は廃止と

なった場合の手

続 

１ 補助事業（交付申請書に記載された内容）を変更し、

中止し、又は廃止しようとする場合は、変更等の手続が

必要となります。ただし、補助対象経費を減額する場合、

補助対象経費の 30％未満の減額の手続は不要となりま

す。また、補助対象経費に関連する補助事業の変更にお

いて、日程変更等の軽微な変更に関しても同様の取り扱

いとします。 

※補助対象経費を増額する場合は、変更等承認申請書の提

出は不要となりますが、交付決定額の増額は行いません。 

２ 上記の場合は、実績報告等を行う前に、変更等承認申

請書を提出し、承認の決定を受けなければなりません。 

変 更 等 承 認

決 定 の 時 期等 

 変更等承認申請書を受理した日から１４日以内に、承認

の可否を決定し、通知します。 

様

式 
申請書等の様式 

１ 交付申請書（様式第１号） 

２ 交付決定通知書（様式第２号） 

３ 変更等承認申請書（様式第３号） 

４ 変更等承認通知書（様式第４号） 

５ 実績報告書（様式第５号） 

６ 補助金額確定通知書（様式第６号） 

７ 補助金交付請求書（様式第７号） 

 

 

 

 



別表 

補助金の対象経費 単価のめやす 

賃金 

（業務に直接関与する者の作業時間

に支払われる経費） 

１，５００円／時間 

使用料及び賃借料 

（会場使用料、機材の借り上げ費用

等） 

【会場使用料】 

個人宅の利用  １，０００円／回 

光熱水費      ５００円／回 

需用費 

（事務用品等の購入費、燃料費等） 

【燃料費】 

レギュラーガソリン １８８円／㍑ 

灯油        １２２円／㍑ 

 


